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第１ 【企業の概況】 

１ 【主要な経営指標等の推移】 

(1) 連結経営指標等 

  

 
(注) １ 売上高には、消費税等を含んでいない。 

２ 潜在株式調整後１株当たり中間(当期)純利益については、潜在株式が存在しないため記載していない。 

  ３ 純資産額の算定にあたり、平成１８年９月中間期から「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準

（企業会計基準第５号）および「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計

基準適用指針第８号）を適用している。 

  

第一部 【企業情報】

回次 第128期中 第129期中 第130期中 第128期 第129期

会計期間

自 平成16年 
  ４月１日 
至 平成16年 
  ９月30日

自 平成17年
  ４月１日 
至 平成17年 
  ９月30日

自 平成18年
  ４月１日 
至 平成18年 
  ９月30日

自 平成16年 
  ４月１日 
至 平成17年 
  ３月31日

自 平成17年
  ４月１日 
至 平成18年 
  ３月31日

売上高 (百万円) 3,878 3,769 3,977 7,884 7,689

経常利益 (百万円) 247 195 191 431 486

中間(当期)純利益 (百万円) 127 135 97 258 308

純資産額 (百万円) 1,208 1,483 1,746 1,360 1,685

総資産額 (百万円) 8,577 8,733 8,900 8,756 8,885

１株当たり純資産額 (円) 120.91 148.55 174.80 136.15 168.79

１株当たり 
中間(当期)純利益

(円) 12.71 13.53 9.73 25.79 30.86

自己資本比率 (％) 14.1 17.0 19.6 15.5 19.0

営業活動による 
キャッシュ・フロー

(百万円) 192 135 △305 490 407

投資活動による 
キャッシュ・フロー

(百万円) △143 △16 △47 △43 △252

財務活動による 
キャッシュ・フロー

(百万円) 3 △153 △8 △207 △455

現金及び現金同等物 
の中間期末(期末)残高

(百万円) 1,482 1,622 994 1,655 1,355

従業員数 
[外、平均臨時雇用者数]

(人)
387
[127]

376
[143]

375
[150]

378
[131]

375
[145]



(2) 提出会社の経営指標等 

  

 
(注) １ 売上高には、消費税等を含んでいない。 

２ 潜在株式調整後１株当たり中間(当期)純利益については、潜在株式が存在しないため記載していない。 

  ３ 純資産額の算定にあたり、平成１８年９月中間期から「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準

（企業会計基準第５号）および「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計

基準適用指針第８号）を適用している。 

  

  

回次 第128期中 第129期中 第130期中 第128期 第129期

会計期間

自 平成16年 
  ４月１日 
至 平成16年 
  ９月30日

自 平成17年
  ４月１日 
至 平成17年 
  ９月30日

自 平成18年
  ４月１日 
至 平成18年 
  ９月30日

自 平成16年 
  ４月１日 
至 平成17年 
  ３月31日

自 平成17年
  ４月１日 
至 平成18年 
  ３月31日

売上高 (百万円) 3,562 3,575 3,718 7,101 7,305

経常利益 (百万円) 234 202 175 367 464

中間(当期)純利益 (百万円) 117 56 86 222 187

資本金 (百万円) 500 500 500 500 500

発行済株式総数 (千株) 10,000 10,000 10,000 10,000 10,000

純資産額 (百万円) 1,032 1,186 1,365 1,144 1,358

総資産額 (百万円) 8,043 8,179 8,271 8,153 8,278

１株当たり純資産額 (円) 103.33 118.79 136.72 114.57 136.02

１株当たり 
中間(当期)純利益

(円) 11.76 5.65 8.63 22.24 18.81

１株当たり配当額 (円) ― ― ─ 3.00 5.00

自己資本比率 (％) 12.8 14.5 16.5 14.0 16.4

従業員数 
[外、平均臨時雇用者数]

(人)
310
[96]

303
[110]

306
[114]

300
[99]

303
[111]



２ 【事業の内容】 

当中間連結会計期間において、当社グループ(当社および当社の関係会社)が営む事業の内容について、

重要な変更はない。また、主要な関係会社に異動はない。 

  

３ 【関係会社の状況】 

当中間連結会計期間において、重要な関係会社の異動はない。 

  

４ 【従業員の状況】 

(1) 連結会社の状況 

平成18年９月30日現在 

 
(注) 従業員数は就業人員であり、臨時従業員数は、[ ]内に当中間連結会計期間の平均人員(１日７時間40分換算)

を外数で記載している。 

  

(2) 提出会社の状況 

平成18年９月30日現在 

 
(注) 従業員数は就業人員であり、臨時従業員数は[ ]内に当中間会計期間の平均人員(１日７時間40分換算)を外数

で記載している。 

  

(3) 労働組合の状況 

当社グループのうち、当社および㈱トオハでは労働組合が組織されているが、労使関係について特に

記載すべき事項はない。 

  

事業の種類別セグメントの名称 従業員数(人)

工業用機械刃物
285
[97]

産業用機械及び部品
39
[46]

緑化造園
14
[─]

全社(共通)
37
[7]

合計
375
[150]

従業員数(人) 306[114]



第２ 【事業の状況】 

１ 【業績等の概要】 

(1) 業績 

当中間連結会計期間におけるわが国経済は、好調な企業収益を背景とした設備投資の拡大や雇用・所

得環境の改善による個人消費や住宅建設の増加が続き、国内民間需要を中心に緩やかな景気拡大が続く

なかで推移した。  

こうした経済情勢のもとで、当社グループに関連する工業用機械刃物業界においては、合板などの木

材関連分野からの需要は低迷したものの、鉄鋼・製紙製本関連業界向けの工業用機械刃物や情報通信関

連業界からの需要は国内を中心に堅調に推移した。 

産業用機械及び部品においては、設備投資の増加に伴い機械および精密機械部品の需要が増加した。 

緑化造園においては、公共事業の抑制の影響は依然として大きく受注単価の下落傾向もあり、採算性

が悪化するなど厳しい環境が続いた。  

かかる状況のもとで、当社グループは販売部門と製造・技術部門が一体となって、積極的・効率的な

営業活動を展開し、主力品種の拡販と受注量の確保による操業の維持を図るとともに、緑化事業におけ

る管理業務等の新たな分野の需要掘り起こしに努めたほか、固定費をはじめとする諸経費削減を継続実

施し、総力をあげて収益の確保に努力した。  

その結果、当中間連結会計期間における連結業績は、合板などの木材関連分野からの需要は低迷した

ものの、鉄鋼・製紙製本関連業界向けの工業用機械刃物や情報通信関連・精密機械分野を中心とした産

業用機械及び部品の需要は、引き続き堅調に推移し、緑化造園においても公共事業の減少の影響などで

依然として需要が低迷したが、管理業務等の新たな分野の需要もあり、連結売上高は39億77百万円（前

中間連結会計期間比5.5%増）となった。収益面においては、鋼材などの原材料をはじめ副資材関係の値

上がりなど原価高の要因もあったが、販売価格の修正や経費削減の効果などに加え為替動向が安定して

推移したことにより、連結経常利益１億91百万円（前中間連結会計期間比2.0％減）、連結中間純利益

は自家発電中止に伴うリース解約による損失等を特別損失で処理し97百万円（前中間連結会計期間比

28.2％減）を計上した。  

また、事業の種類別セグメントの業績は次のとおりである。 

ア）工業用機械刃物 

情報通信関連分野の需要はＩＴ(情報技術)関連の在庫調整などの影響もあり低迷したものの、鉄

鋼・製紙製本関連業界向け需要が堅調に推移し、工業用機械刃物における需要はほぼ同水準で推移し

た。  

 その結果、売上高は29億49百万円（前中間連結会計期間比0.7％増）となり、営業利益（配賦不能

営業費用控除前）は４億72百万円となった。  

イ）産業用機械及び部品  

設備投資の拡大による工作機械業界の活況の影響を受け、機械および精密機械部品の需要は大きく

伸長し、売上高は８億３百万円（前中間連結会計期間16.7％増）となり、営業利益（配賦不能営業費

用控除前）は38百万円となった。  

ウ）緑化造園 

建設・造園業界においては公共事業の抑制の影響による需要の低迷に受注単価の下落傾向が加わり

採算性が悪化するなど依然として厳しい環境が続いているが、管理業務等の新たな分野の需要掘り起

こしに努めた結果、売上高は２億24百万円（前中間連結会計期間比49.5％増）となり、営業損失（配

賦不能営業費用控除前）は21百万円となった。 



  



(2) キャッシュ・フロー 

当中間連結会計期間末における現金及び現金同等物（以下「資金」という）は、前連結会計年度末に

比べ３億61百万円減少し、９億94百万円となった。  

 当中間連結会計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりである。  

（営業活動によるキャッシュ・フロー）  

当中間連結会計期間の営業活動による資金の減少は、３億５百万円（前中間連結会計期間は１億35

百万円の増加）となった。これは、主に税金等調整前中間純利益が１億70百万円（前中間連結会計期

間比31.4％減）となったものの、売上債権の増加１億64百万円、たな卸資産の増加１億11百万円、法

人税等の支払額１億57百万円があったことなどによるものである。  

（投資活動によるキャッシュ・フロー）  

当中間連結会計期間における投資活動による資金の減少は、47百万円（前中間連結会計期間は16百

万円の減少）となった。これは、主に有形固定資産の取得による支出が31百万円あったことなどを反

映したものである。  

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

当中間連結会計期間における財務活動による資金の減少は、８百万円（前中間連結会計期間は１億

53百万円の減少）となった。これは、主に長・短借入金の借入と返済の差額42百万円および配当金の

支払い50百万円によるものである。  

  



２ 【生産、受注及び販売の状況】 

(1) 生産実績 

当中間連結会計期間における生産実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりである。

  

 
(注) １ 金額は販売価格であり、セグメント間の取引については相殺消去している。 

２ 上記の金額には、消費税等は含まれていない。 

  

(2) 受注状況 

当中間連結会計期間における受注状況を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりである。

  

 
(注) １ セグメント間の取引については相殺消去している。 

２ 上記の金額には、消費税等は含まれていない。 

  

(3) 販売実績 

当中間連結会計期間における販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりである。

  

 
(注) １ セグメント間の取引については相殺消去している。 

２ 上記の金額には、消費税等は含まれていない。 

  

事業の種類別セグメントの名称 金額(百万円) 前年同期比(％)

工業用機械刃物 3,106 101.3

産業用機械及び部品 799 116.7

緑化造園 185 122.2

合計 4,092 104.8

事業の種類別セグメントの名称 受注高(百万円) 前年同期比(％) 受注残高(百万円) 前年同期比(％)

工業用機械刃物 3,015 96.5 884 89.0

産業用機械及び部品 810 117.0 217 143.9

緑化造園 273 164.4 106 197.4

合計 4,099 102.9 1,208 100.8

事業の種類別セグメントの名称 金額(百万円) 前年同期比(％)

工業用機械刃物 2,949 100.7

産業用機械及び部品 803 116.7

緑化造園 224 149.5

合計 3,977 105.5



３ 【対処すべき課題】 

当中間連結会計期間において、当社グループの事業上および財務上の対処すべき課題について、重要な

変更及び新たな事項はない。 

  

４ 【経営上の重要な契約等】 

当中間連結会計期間において、経営上の重要な契約等は行われていない。 

  

５ 【研究開発活動】 

当社グループは、工業用機械刃物を中心とした多品種少量生産体制をとっており、研究開発も需要先の

要望に応えるべく、グループ各社および当社の技術部、販売管理室が相互に密接な連携をとりながら、製

品の研究開発等に積極的に取り組んでいる。なお、研究開発活動の強化を図るために、平成18年4月1日か

ら従来製造部に属していた生産技術室を技術部に統合している。 

なお、研究開発活動および研究開発費は、主として工業機械刃物向けであり、その金額は18百万円であ

る。 

  



第３ 【設備の状況】 

１ 【主要な設備の状況】 

当中間連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はない。 

  

２ 【設備の新設、除却等の計画】 

当中間連結会計期間において、前連結会計年度末に計画中であった重要な設備の新設、除却等に重要な

変更はない。 

(1) 重要な設備計画の完了 

前連結会計年度末に計画していた設備計画のうち、当中間連結会計期間に完了したものは次のとおり

である。 

  

 
(注) 上記の金額には、消費税等は含まれていない。 

  

(2) 重要な設備の新設等 

当中間連結会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設等は次のとおりである。 

  

 
(注) 上記の金額には、消費税等は含まれていない。 

  

(3) 重要な設備の除却等 

前連結会計年度末において、計画中または実施中の重要な設備の除却等はない。また、当中間連結会

計期間において、新たに確定した重要な設備の除却等はない。 

  

会社名
事業所 
(所在地)

事業の種類別 
セグメントの 
名称

設備の内容
投資額
(百万円)

完了年月

熱研工業㈱

本社工場
(神奈川県 
 川崎市 
 川崎区)

工業用 
機械刃物

土地 24 平成18年6月

会社名
事業所 
(所在地)

事業の種類別 
セグメントの 
名称

設備の内容
投資
予定額 
(百万円)

資金調達
方法

着手年月
完了予定
年月

提出会社

本社
(宮城県仙台市 
 宮城野区)

工業用 
機械刃物
産業用機械 
及び部品

コンピュータ
システム

130 自己資金
平成18年 
11月

平成19年
9月

多賀城工場
(宮城県 
 多賀城市)

工業用 
機械刃物

平面研削盤 37 自己資金
平成19年 
1月

平成19年
3月

フライス盤 35 自己資金
平成18年 
11月

平成18年
12月

富谷工場
(宮城県黒川郡 
 富谷町)

工業用 
機械刃物

レーザー加工機 54 自己資金
平成18年 
10月

平成18年
10月

ロボット付
刃付研削盤

27
リース
契約

平成19年 
1月

平成19年
2月

ロータリー
平面研削盤

26
リース
契約

平成19年 
1月

平成19年
2月



第４ 【提出会社の状況】 

１ 【株式等の状況】 

(1) 【株式の総数等】 

① 【株式の総数】 

  

 
  

② 【発行済株式】 

  

 
  

(2) 【新株予約権等の状況】 

該当事項はない。 

  

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 25,000,000

計 25,000,000

種類
中間会計期間末 
現在発行数(株) 
(平成18年９月30日)

提出日現在
発行数(株) 

(平成18年12月15日)

上場証券取引所名又
は登録証券業協会名

内容

普通株式 10,000,000 10,000,000
東京証券取引所
(市場第二部)

―

計 10,000,000 10,000,000 ― ―



(3) 【発行済株式総数、資本金等の状況】 

  

 
  

(4) 【大株主の状況】 

平成18年９月30日現在 

 
  

年月日
発行済株式 
総数増減数 
(千株)

発行済株式
総数残高 
(千株)

資本金増減額
 

(百万円)

資本金残高
 

(百万円)

資本準備金 
増減額 
(百万円)

資本準備金
残高 
(百万円)

平成18年９月30日 ― 10,000 ― 500 ― 194

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式 
総数に対する 
所有株式数 
の割合(％)

株式会社七十七銀行 仙台市青葉区中央三丁目３番20号 495 4.95

株式会社常陽銀行 水戸市南町二丁目５番５号 495 4.95

東洋刃物社員持株会 仙台市宮城野区港四丁目15番１号 428 4.28

みずほ信託銀行株式会社 東京都中央区八重洲一丁目２番１号 280 2.80

株式会社仙台ビルディング 仙台市青葉区大町一丁目１番30号 235 2.35

大同特殊鋼株式会社 名古屋市東区東桜一丁目１番10号 200 2.00

株式会社仙台放送 仙台市青葉区上杉五丁目８番33号 200 2.00

日本髙周波鋼業株式会社 東京都千代田区岩本町一丁目10番５号 200 2.00

ＪＦＥスチール株式会社 東京都千代田区内幸町二丁目２番３号 184 1.84

大同興業株式会社 名古屋市東区東桜一丁目１番10号 150 1.50

計 ― 2,867 28.67



(5) 【議決権の状況】 

① 【発行済株式】 

平成18年９月30日現在 

 
(注) １ 「完全議決権株式(その他)」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が８千株含まれている。 

また、「議決権の数」欄に、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数８個が含まれている。 

２ 「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式203株が含まれている。 

  

② 【自己株式等】 

平成18年９月30日現在 

 
  

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式)
普通株式 15,000

― ―

完全議決権株式(その他)
 
普通株式 9,954,000 9,954 ―

単元未満株式
 
普通株式 31,000 ― １単元(1,000株)未満の株式

発行済株式総数 10,000,000 ― ―

総株主の議決権 ― 9,954 ―

所有者の氏名 
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数 
(株)

他人名義
所有株式数 
(株)

所有株式数 
の合計 
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数 
の割合(％)

(自己保有株式)
東洋刃物株式会社

仙台市宮城野区港四丁目
15番１号

15,000 ─ 15,000 0.15

計 ― 15,000 ─ 15,000 0.15



２ 【株価の推移】 

【当該中間会計期間における月別最高・最低株価】 

  

 
(注) 最高・最低株価は東京証券取引所市場第二部におけるものである。 

  

３ 【役員の状況】 

前事業年度の有価証券報告書の提出後、当半期報告書の提出日までにおいて、役員の異動はない。 

  

月別 平成18年４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月

最高(円) 293 276 235 238 218 214

最低(円) 268 227 187 194 203 188



第５ 【経理の状況】 

１ 中間連結財務諸表及び中間財務諸表の作成方法について 

(1) 当社の中間連結財務諸表は、「中間連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成11

年大蔵省令第24号。以下「中間連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成している。 

なお、前中間連結会計期間(平成17年４月１日から平成17年９月30日まで)は改正前の中間連結財務諸

表規則に基づき、当中間連結会計期間(平成18年４月１日から平成18年９月30日まで)は改正後の中間連

結財務諸表規則に基づいて作成している。 

  

(2) 当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和52年大蔵

省令第38号。以下「中間財務諸表等規則」という。)に基づいて作成している。 

なお、前中間会計期間(平成17年４月１日から平成17年９月30日まで)は改正前の中間財務諸表等規則

に基づき、当中間会計期間(平成18年４月１日から平成18年９月30日まで)は改正後の中間財務諸表等規

則に基づいて作成している。 

  

２ 監査証明について 

当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前中間連結会計期間(平成17年４月１日から平成17年

９月30日まで)および当中間連結会計期間(平成18年４月１日から平成18年９月30日まで)の中間連結財務

諸表並びに前中間会計期間(平成17年４月１日から平成17年９月30日まで)および当中間会計期間(平成18

年４月１日から平成18年９月30日まで)の中間財務諸表について、あずさ監査法人により中間監査を受け

ている。 

  



１ 【中間連結財務諸表等】 

(1) 【中間連結財務諸表】 

① 【中間連結貸借対照表】 

  

 
  

前中間連結会計期間末

(平成17年９月30日)

当中間連結会計期間末

(平成18年９月30日)

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
(平成18年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(資産の部)

Ⅰ 流動資産

１ 現金及び預金 1,810 1,211 1,560

２ 受取手形及び 
  売掛金

2,244 2,467 2,302

３ たな卸資産 1,828 2,053 1,941

４ 繰延税金資産 100 108 104

５ その他 30 124 48

貸倒引当金 △6 △3 △6

流動資産合計 6,008 68.8 5,960 67.0 5,951 67.0

Ⅱ 固定資産

１ 有形固定資産 ※１

(1) 建物及び 
  構築物

※２ 525 517 527

(2) 機械装置及び 
  運搬具

※２ 643 649 689

(3) 土地 ※２ 429 454 429

(4) 建設仮勘定 1 28 ─

(5) その他 32 34 29

有形固定資産 
合計

1,632 1,685 1,675

２ 無形固定資産 11 9 11

３ 投資その他の 
  資産

(1) 投資有価証券 458 545 517

(2) 繰延税金資産 457 434 422

(3) その他 187 280 324

  貸倒引当金 △21 △15 △18

 投資その他の 
 資産合計

1,081 1,245 1,246

固定資産合計 2,725 31.2 2,940 33.0 2,934 33.0

資産合計 8,733 100.0 8,900 100.0 8,885 100.0



  

 
  

前中間連結会計期間末

(平成17年９月30日)

当中間連結会計期間末

(平成18年９月30日)

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
(平成18年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(負債の部)

Ⅰ 流動負債

１ 支払手形及び 
  買掛金

1,027 1,120 1,171

２ 短期借入金 ※２ 2,602 2,353 2,462

３ 未払法人税等 170 80 165

４ 賞与引当金 162 175 169

５ その他 262 404 346

流動負債合計 4,224 48.4 4,134 46.5 4,316 48.6

Ⅱ 固定負債

１ 長期借入金 ※２ 1,791 1,780 1,629

２ 退職給付引当金 545 486 476

３ 役員退職慰労 
  引当金

93 108 101

４ 従業員 
  長期預り金

586 643 674

固定負債合計 3,016 34.5 3,019 33.9 2,881 32.4

負債合計 7,241 82.9 7,153 80.4 7,198 81.0

(少数株主持分)

少数株主持分 8 0.1 ― ― 1 0.0

(資本の部)

Ⅰ 資本金 500 5.7 ― ― 500 5.6

Ⅱ 資本剰余金 194 2.2 ― ― 194 2.2

Ⅲ 利益剰余金 670 7.7 ― ― 843 9.5

Ⅳ その他有価証券 
  評価差額金

106 1.2 ― ― 147 1.7

Ⅴ 為替換算調整勘定 14 0.2 ― ― 2 0.0

Ⅵ 自己株式 △2 △0.0 ― ― △2 △0.0

資本合計 1,483 17.0 ― ― 1,685 19.0

負債、少数株主 
持分及び資本合計

8,733 100.0 ― ― 8,885 100.0



 
  

前中間連結会計期間末

(平成17年９月30日)

当中間連結会計期間末

(平成18年９月30日)

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
(平成18年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(純資産の部)

Ⅰ 株主資本

１ 資本金 ― ─ 500 5.6 ― ─

２ 資本剰余金 ― ─ 194 2.2 ― ─

３ 利益剰余金 ― ─ 908 10.2 ― ─

４ 自己株式 ― ─ △2 △0.0 ― ─

 株主資本合計 ― ─ 1,600 18.0 ― ─

Ⅱ 評価・換算差額等

１ その他有価証券 
  評価差額金

― ─ 118 1.3 ― ─

２ 為替換算調整 
  勘定

― ─ 26 0.3 ― ─

 評価・換算 
 差額等合計

― ─ 145 1.6 ― ─

Ⅲ 少数株主持分 ― ─ 1 0.0 ― ─

 純資産合計 ― ─ 1,746 19.6 ― ─

 負債純資産合計 ― ─ 8,900 100.0 ― ─



② 【中間連結損益計算書】 

  

 
  

前中間連結会計期間

(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間連結会計期間

(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前連結会計年度の
要約連結損益計算書
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
百分比
(％)

金額(百万円)
百分比
(％)

金額(百万円)
百分比
(％)

Ⅰ 売上高 3,769 100.0 3,977 100.0 7,689 100.0

Ⅱ 売上原価 2,666 70.7 2,883 72.5 5,447 70.9

売上総利益 1,102 29.3 1,094 27.5 2,241 29.1

Ⅲ 販売費及び 
  一般管理費

※１ 873 23.2 860 21.6 1,685 21.9

営業利益 229 6.1 234 5.9 556 7.2

Ⅳ 営業外収益

１ 受取利息 1 1 2

２ 受取配当金 4 3 5

３ 為替差益 16 2 25

４ 持分法による 
  投資利益

5 18 7

５ その他 10 38 1.0 10 36 0.9 24 65 0.9

Ⅴ 営業外費用

１ 支払利息 55 52 107

２ その他 16 71 1.9 26 78 2.0 27 135 1.8

経常利益 195 5.2 191 4.8 486 6.3

Ⅵ 特別利益

１ 固定資産売却益 ※２ 59 ─ 59

２ 投資有価証券 
  売却益

35 ─ 36

３ 貸倒引当金 
  戻入額

― 94 2.5 2 2 0.1 1 96 1.3

Ⅶ 特別損失

１ 固定資産売却損 ※３ 0 ─ 0

２ 固定資産除却損 ※４ 0 5 3

３ リース解約損等 ※５ ─ 18 ─

４ ゴルフ会員権 
  貸倒引当金繰入額

― ─ 1

５ ゴルフ会員権 
  評価損

― ─ 0

６ 過年度役員退職 
  慰労引当金繰入額

20 ─ 20

７ 創立80周年記念 
  事業費

20 42 1.1 ─ 24 0.6 20 46 0.6

税金等調整前 
中間(当期)純利益

248 6.6 170 4.3 536 7.0

法人税、住民税 
及び事業税

160 70 271

法人税等調整額 △46 113 3.0 2 73 1.9 △43 228 3.0

少数株主利益 0 0.0 0 0.0 0 0.0

中間(当期)純利益 135 3.6 97 2.4 308 4.0



③ 【中間連結剰余金計算書】 

  

 
  

前中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円) 金額(百万円)

(資本剰余金の部)

Ⅰ 資本剰余金期首残高 194 194

Ⅱ 資本剰余金中間期末 
  (期末)残高

194 194

(利益剰余金の部)

Ⅰ 利益剰余金期首残高 566 566

Ⅱ 利益剰余金増加高

 １ 中間(当期)純利益 135 135 308 308

Ⅲ 利益剰余金減少高

 １ 配当金 29 29

 ２ 役員賞与 1 30 1 30

Ⅳ 利益剰余金中間期末 
  (期末)残高

670 843



④ 【中間連結株主資本等変動計算書】 

当中間連結会計期間(自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日) 

  

 
  

 
  

項目
株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

平成18年３月31日残高(百万円) 500 194 843 △2 1,535

中間連結会計期間中の変動額

 剰余金の配当 △49 △49

 持分法適用範囲の変動 17 17

 中間純利益 97 97

 自己株式の取得 △0 △0

 株主資本以外の項目の中間連結 
 会計期間中の変動額(純額)

中間連結会計期間中の変動額合計 
(百万円)

─ ─ 65 △0 64

平成18年９月30日残高(百万円) 500 194 908 △2 1,600

項目

評価・換算差額等

少数株主持分 純資産合計
その他有価証券 
評価差額金

為替換算
調整勘定

評価・換算
差額等合計

平成18年３月31日残高(百万円) 147 2 150 1 1,687

中間連結会計期間中の変動額

 剰余金の配当 △49

 持分法適用範囲の変動 17

 中間純利益 97

 自己株式の取得 △0

 株主資本以外の項目の中間連結 
 会計期間中の変動額(純額)

△29 24 △5 △0 △5

中間連結会計期間中の変動額合計 
(百万円)

△29 24 △5 △0 59

平成18年９月30日残高(百万円) 118 26 145 1 1,746



⑤ 【中間連結キャッシュ・フロー計算書】 

  

 
  

前中間連結会計期間

(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間連結会計期間

(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前連結会計年度の
要約連結キャッシュ・
フロー計算書

(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円)

Ⅰ 営業活動による
キャッシュ・フロー
税金等調整前中間(当期) 
純利益

248 170 536

減価償却費 76 79 163

貸倒引当金の増加又は 
減少(△)額

4 △5 1

賞与引当金の増加額 16 6 23

退職給付引当金の増加 
又は減少(△)額

△25 10 △94

役員退職慰労引当金の 
増加額

28 6 36

受取利息及び受取配当金 △5 △5 △7

支払利息 55 52 107

為替差益(△)又は為替差損 △1 0 △1

投資有価証券売却益 △35 ─ △36

売上債権の増加(△) 
又は減少額

149 △164 91

たな卸資産の増加(△) 
又は減少額

△131 △111 △245

破産債権更生債権等の 
増加(△)又は減少額

△5 2 △0

仕入債務の増加又は 
減少(△)額

△89 △51 54

未払消費税等の増加 
又は減少(△)額

△9 6 △7

従業員長期預り金の増加 
又は減少(△)額

64 △31 152

固定資産売却益 △59 ─ △59

固定資産除却損 0 5 3

未収入金の増加(△) 
又は減少額

─ △75 ─

その他 30 1 29

小計 310 △102 747

利息及び配当金の受取額 5 5 7

利息の支払額 △55 △50 △107

法人税等の支払額 △125 △157 △240

営業活動による 
キャッシュ・フロー

135 △305 407



 
  

前中間連結会計期間

(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間連結会計期間

(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前連結会計年度の
要約連結キャッシュ・
フロー計算書

(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円)

Ⅱ 投資活動による
キャッシュ・フロー
有形固定資産の取得 
による支出

△105 △31 △163

有形固定資産の売却 
による収入

91 ─ 89

無形固定資産の取得 
による支出

― △0 △2

投資有価証券の取得 
による支出

△68 ─ △68

投資有価証券の売却 
による収入

60 ─ 61

定期預金の預入による支出 △149 △122 △385

定期預金の払戻による収入 149 109 220

貸付による支出 △0 △9 △9

貸付金の回収による収入 6 10 12

連結子会社株式の追加取得
による支出

― ─ △7

その他 △0 △3 ─

投資活動による 
キャッシュ・フロー

△16 △47 △252

Ⅲ 財務活動による
キャッシュ・フロー

短期借入金の純増額 11 17 6

長期借入れによる収入 610 630 1,000

長期借入金の返済 
による支出

△745 △604 △1,431

自己株式の取得による支出 △0 △0 △0

配当金の支払額 △29 △50 △29

財務活動による 
キャッシュ・フロー

△153 △8 △455

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る
換算差額

1 △0 1

Ⅴ 現金及び現金同等物の増加
又は減少(△)額

△33 △361 △300

Ⅵ 現金及び現金同等物
の期首残高

1,655 1,355 1,655

Ⅶ 現金及び現金同等物の
中間期末(期末)残高

※１ 1,622 994 1,355



中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

  

 
  

前中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

１ 連結の範囲に関す

る事項

(1) 連結子会社数 ７社

  連結子会社名

   ㈱トオハ、㈱トミッ

クス、熱研工業㈱、

東洋緑化㈱、㈱東刃

機工、㈲杏友精器、

㈲工研

(2) 非連結子会社の名称等

  上海東優刃物国際貿易

有限公司

  (連結の範囲から除い

た理由)

    非連結子会社は、

小規模であり、総資

産、売上高、中間純

損益（持分に見合う

額）および利益剰余

金(持分に見合う額)

等は、いずれも中間

連結財務諸表に重要

な影響を及ぼしてい

ないためである。

(1)    同左

(2)    同左

(1)    同左

  連結子会社名

   ㈱トオハ、㈱トミッ

クス、熱研工業㈱、

東洋緑化㈱、㈱東刃

機工、㈲杏友精器、

㈲工研

(2) 非連結子会社の名称等

  上海東優刃物国際貿易

有限公司

  (連結の範囲から除い

た理由)

    非連結子会社は、

小規模であり、総資

産、売上高、当期純

損益（持分に見合う

額）および利益剰余

金(持分に見合う額)

等は、いずれも連結

財務諸表に重要な影

響を及ぼしていない

ためである。

２ 持分法の適用に関

する事項

――――― (1) 持分法適用の非連結子

会社数

         １社

  会社名 上海東優刃物

国際貿易有限

公司

―――――

  上海東優刃物国際貿易

有限公司は、重要性が増

したことにより、当中間

連結会計期間より持分法

の適用範囲に含めること

にした。

(2) 持分法適用の関連会社

数

         １社

  会社名 東洋鋼業㈱

(2)    同左 (2)    同左

(3) 持分法を適用していな

い非連結子会社(上海東

優刃物国際貿易有限公

司)は、中間純損益(持分

に見合う額)および利益

剰余金(持分に見合う額)

等からみて、持分法の対

象から除いても中間連結

財務諸表に及ぼす影響が

軽微であり、かつ、全体

としても重要性がないた

め、持分法の適用範囲か

ら除外している。

――――― (3) 持分法を適用していな

い非連結子会社(上海東

優刃物国際貿易有限公

司)は、当期純損益(持分

に見合う額)および利益

剰余金(持分に見合う額)

等からみて、持分法の対

象から除いても連結財務

諸表に及ぼす影響が軽微

であり、かつ、全体とし

ても重要性がないため、

持分法の適用範囲から除

外している。



 
  

前中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

(4) 東洋鋼業株式会社の中

間決算日は中間連結決算

日と異なるが、当該会社

の中間会計期間に係る中

間財務諸表を使用してい

る。

(4) 上海東優刃物国際貿易

有限公司および東洋鋼業

株式会社の中間決算日は

中間連結決算日と異なる

が、当該会社の中間会計

期間に係る中間財務諸表

を使用している。

(4) 東洋鋼業株式会社の決

算日は連結決算日と異な

るが、当該会社の事業年

度に係る財務諸表を使用

している。

３ 連結子会社の中間

決算日(決算日)等に

関する事項

 連結子会社の中間決算日

は、中間連結決算日と一致

している。

同左  連結子会社の事業年度の

末日は、連結決算日と一致

している。

４ 会計処理基準に関

する事項

(1) 重要な資産の評価基準

及び評価方法

 ①有価証券

 その他有価証券

  時価のあるもの

   中間連結会計期間末

日の市場価格等に基

づく時価法(評価差

額は全部資本直入法

により処理してお

り、売却原価は移動

平均法により算定し

ている。)

(1) 重要な資産の評価基準

及び評価方法

 ①有価証券

 その他有価証券

  時価のあるもの

   中間連結会計期間末

日の市場価格等に基

づく時価法(評価差

額は全部純資産直入

法により処理してお

り、売却原価は移動

平均法により算定し

ている。)

(1) 重要な資産の評価基準

及び評価方法

 ①有価証券

 その他有価証券

  時価のあるもの

   決算期末日の市場価

格等に基づく時価法

(評価差額は全部資

本直入法により処理

し、売却原価は移動

平均法により算定し

ている。)

  時価のないもの

   移動平均法による原

価法

  時価のないもの

同左

  時価のないもの

同左

 ②たな卸資産

 製品・仕掛品

  主として先入先出法に

基づく原価法

 原材料・貯蔵品

  移動平均法に基づく原

価法

 ②たな卸資産

 製品・仕掛品

同左

 原材料・貯蔵品

同左

 ②たな卸資産

 製品・仕掛品

同左

 原材料・貯蔵品

同左

(2) 重要な減価償却資産の

減価償却の方法

 ①有形固定資産

 定率法を採用している。

  なお、耐用年数及び残

存価額については、法人

税法に規定する方法と同

一の基準によっている。

(2) 重要な減価償却資産の

減価償却の方法

 ①有形固定資産

 定率法を採用している。

  但し、平成10年4月以

降に取得した建物（建物

附属設備は除く）につい

ては定額法を採用してい

る。

  なお、耐用年数及び残

存価額については、法人

税法に規定する方法と同

一の基準によっている。

(2) 重要な減価償却資産の

減価償却の方法

 ①有形固定資産

 定率法を採用している。

  但し、平成10年4月以

降に取得した建物（建物

附属設備は除く）につい

ては定額法を採用してい

る。

 ②無形固定資産

 定額法を採用している。

  なお、自社利用のソフ

トウェアについては、社

内における利用可能期間

(５年)に基づいている。

 ②無形固定資産

同左

 ②無形固定資産

同左



 

前中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

(3) 重要な引当金の計上基

準

 ①貸倒引当金

  債権の貸倒れによる損

失に備えるため、一般債

権については貸倒実績率

により、貸倒懸念債権等

特定の債権については個

別に回収可能性を勘案

し、回収不能見込額を計

上している。

(3) 重要な引当金の計上基

準

 ①貸倒引当金

同左

(3) 重要な引当金の計上基

準

 ①貸倒引当金

同左

 ②賞与引当金

  従業員に対する賞与の

支払いに備えるため設定

しているもので、支給見

込額に基づき計上してい

る。

 ②賞与引当金

同左

 ②賞与引当金

同左

 ③退職給付引当金

  従業員に対する退職給

付に備えるため、当連結

会計年度末における退職

給付債務及び年金資産の

見込額に基づき、当中間

連結会計期間末において

発生していると認められ

る額を計上している。

  なお、会計基準変更時

差異(1,752百万円)につ

いては、15年による按分

額を費用処理している。

  数理計算上の差異の処

理は、発生時の従業員の

平均残存勤務期間以内の

一定の年数(10年)による

定額法により、翌連結会

計年度から費用処理する

こととしている。

 ③退職給付引当金

同左

 ③退職給付引当金

  従業員に対する退職給

付に備えるため、当連結

会計年度末における退職

給付債務及び年金資産の

見込額に基づき、当連結

会計期間末において発生

していると認められる額

を計上している。

  会計基準変更時差異

(1,752百万円)について

は、15年による按分額を

費用処理している。

  数理計算上の差異につ

いては、各連結会計年度

の発生時における従業員

の平均残存勤務期間以内

の一定の年数(10年)によ

る定額法により按分した

額をそれぞれ発生の翌連

結会計年度から費用処理

することとしている。

 ④役員退職慰労引当金

  中間連結財務諸表提出

会社については、役員の

退職慰労金の支給に備え

るため、内規に基づく中

間連結会計期間末要支給

額を計上している。

  なお、前々連結会計年

度での過年度相当額61百

万円は前々連結会計年度

より３年間で均等償却す

ることとし、当連結会計

年度負担相当額20百万円

を当中間連結会計期間に

おいて特別損失に計上し

ている。

 ④役員退職慰労引当金

  中間連結財務諸表提出

会社については、役員の

退職慰労金の支給に備え

るため、内規に基づく中

間連結会計期間末要支給

額を計上している。

  

 ④役員退職慰労引当金

  連結財務諸表提出会社

については、役員の退職

慰労金の支給に備えるた

め、内規に基づく期末要

支給額を計上している。

  なお、前々連結会計年

度での過年度相当額61百

万円は前々連結会計年度

より３年間で均等償却す

ることとし、当連結会計

年度負担相当額20百万円

を当連結会計年度におい

て特別損失に計上してい

る。



  

 
  

前中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

(4) 重要な外貨建の資産又

は負債の本邦通貨への換

算基準

  外貨建金銭債権債務

は、中間連結会計期間末

日の直物為替相場により

円貨に換算し、換算差額

は損益として処理してい

る。

(4) 重要な外貨建の資産又

は負債の本邦通貨への換

算基準

同左

(4) 重要な外貨建の資産又

は負債の本邦通貨への換

算基準

  外貨建金銭債権債務

は、連結決算日の直物為

替相場により円貨に換算

し、換算差額は損益とし

て処理している。

(5) 重要なリース取引の処

理方法

  リース物件の所有権が

借主に移転すると認めら

れるもの以外のファイナ

ンス・リース取引につい

ては、通常の賃貸借取引

に係る方法に準じた会計

処理によっている。

(5) 重要なリース取引の処

理方法

同左

(5) 重要なリース取引の処

理方法

同左

(6) 重要なヘッジ会計の方

法

 ①ヘッジ会計の方法

  支払金利に係るキャッ

プ取引およびスワップ取

引であり、特例処理の要

件を満たしているため、

特例処理を採用してい

る。

  また、為替予約が付さ

れている外貨建金銭債権

については、振当処理を

行っている。

(6) 重要なヘッジ会計の方

法

 ①ヘッジ会計の方法

  支払金利に係るキャッ

プ取引およびスワップ取

引であり、特例処理の要

件を満たしているため、

特例処理を採用してい

る。

(6) 重要なヘッジ会計の方

法

 ①ヘッジ会計の方法

同左

 ②ヘッジ手段とヘッジ対

象

 ヘッジ手段…金利キャッ

プおよび金

利スワップ

       為替予約

 ヘッジ対象…長期借入金

利息

       外貨建金銭

債権

 ②ヘッジ手段とヘッジ対

象

 ヘッジ手段…金利キャッ

プおよび金

利スワップ

 ヘッジ対象…長期借入金

利息

 ②ヘッジ手段とヘッジ対

象

同左

 ③ヘッジ方針

  支払金利に係るキャッ

プ取引およびスワップ取

引については、長期借入

金の金利変動リスクを回

避する目的で行ってい

る。

  また、為替予約につい

ては、外貨建金銭債権の

為替変動リスクを回避す

る目的で行っている。

 ③ヘッジ方針

  支払金利に係るキャッ

プ取引およびスワップ取

引については、長期借入

金の金利変動リスクを回

避する目的で行ってい

る。

 ③ヘッジ方針

同左



 
  

前中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

 ④ヘッジ有効性評価の方

法

  支払金利に係るキャッ

プ取引およびスワップ取

引については、特例処理

の要件を満たしているた

め、有効性の評価を省略

している。

  また、為替予約につい

ては、予約の締結時に、

米貨建による同一金額で

同一期日の為替予約をそ

れぞれ振り当てているた

め、その後の為替相場の

変動による相関関係は完

全に確保されているので

有効性の評価を省略して

いる。

 ④ヘッジ有効性評価の方

法

  特例処理の要件を満た

しているため、有効性の

評価を省略している。

 ④ヘッジ有効性評価の方

法

同左

(7) その他中間連結財務諸

表作成のための基本とな

る重要な事項

(7) その他中間連結財務諸

表作成のための基本とな

る重要な事項

(7) その他連結財務諸表作

成のための基本となる重

要な事項

 消費税等の会計処理

  税抜方式を採用してい

る。

 消費税等の会計処理

同左

 消費税等の会計処理

同左

５ 中間連結キャッシ

ュ・フロー計算書

(連結キャッシュ・

フロー計算書)にお

ける資金の範囲

 中間連結キャッシュ・フ

ロー計算書における資金

(現金および現金同等物)

は、手許現金、随時引出し

可能な預金および容易に換

金可能であり、かつ、価値

変動について僅少なリスク

しか負わない取得日から３

ヶ月以内に償還期限の到来

する短期投資からなってい

る。

同左  連結キャッシュ・フロー

計算書における資金(現金

および現金同等物)は、手

許現金、随時引出し可能な

預金および容易に換金可能

であり、かつ、価値変動に

ついて僅少なリスクしか負

わない取得日から３ヶ月以

内に償還期限の到来する短

期投資からなっている。



会計処理の変更 

  

 
  

前中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

（固定資産の減損に係る会計基準） 

 当中間連結会計期間から「固定資

産の減損に係る会計基準」（「固定

資産の減損に係る会計基準の設定に

関する意見書」（企業会計審議会

平成14年8月9日））及び「固定資産

の減損に係る会計基準の適用指針」

（企業会計基準委員会 平成15年10

月31日 企業会計基準適用指針第6

号）を適用している。これによる損

益に与える影響はない。

────── （固定資産の減損に係る会計基準） 

 当連結会計期間から「固定資産の

減損に係る会計基準」（「固定資産

の減損に係る会計基準の設定に関す

る意見書」（企業会計審議会 平成

14年8月9日））及び「固定資産の減

損に係る会計基準の適用指針」（企

業会計基準委員会 平成15年10月31

日 企業会計基準適用指針第6号）を

適用している。これによる損益に与

える影響はない。

────── （貸借対照表の純資産の部の表示に

関する会計基準等） 

（自己株式及び準備金の額の減少等

に関する会計基準等の一部改正） 

 当中間連結会計期間から「貸借対

照表の純資産の部の表示に関する会

計基準」（企業会計基準委員会 平

成17年12月9日 企業会計基準第5

号）及び「貸借対照表の純資産の部

の表示に関する会計基準等の適用指

針」（企業会計基準委員会 平成17

年12月9日 企業会計基準適用指針第

8号）並びに改正後の「自己株式及び

準備金の額の減少等に関する会計基

準」（企業会計基準委員会 最終改

正平成18年8月11日 企業会計基準第

1号）及び「自己株式及び準備金の額

の減少等に関する会計基準の適用指

針」（企業会計基準委員会 最終改

正平成18年8月11日 企業会計基準適

用指針第2号）を適用している。 

 これによる損益に与える影響はあ

りません。 

 なお、従来の「資本の部」の合計

に相当する金額は1,745百万円であ

る。 

 中間連結財務諸表規則の改正によ

り、当中間連結会計期間における中

間連結財務諸表は、改正後の中間連

結財務諸表規則により作成してい

る。

──────



表示方法の変更 

  

 
  

追加情報 

  

 
  

  

前中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

（中間連結キャッシュ・フロー計算書） 

 前中間連結会計期間において投資活動によるキャッシ

ュ・フローの「その他」に含めていた「投資有価証券の

売却による収入」は、金額の重要性が増したため、当中

間連結会計期間から区分掲記することに変更した。 

 なお、前中間連結会計期間における「投資有価証券の

売却による収入」の金額は、１百万円である。

（中間連結キャッシュ・フロー計算書） 

 前中間連結会計期間において営業活動によるキャッシ

ュ・フローの「その他」に含めていた「未収入金の増加

(△）又は減少額」は、金額の重要性が増したため、当

中間連結会計期間から区分掲記することに変更した。  

 なお、前中間連結会計期間における「未収入金の増加

(△）又は減少額」の金額は、17百万円である。

 

 前中間連結会計期間において営業活動によるキャッシ

ュ・フローの「その他」に含めていた「固定資産売却

益」は、金額の重要性が増したため、当中間連結会計期

間から区分掲記することに変更した。 

 なお、前中間連結会計期間における「固定資産売却

益」の金額は、０百万円である。

前中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

 当中間会計期間の中間損益計算書

に計上されている減損損失80百万円

は、中間連結財務諸表提出会社が連

結子会社より購入した土地について

のものである。 

 連結子会社の個別損益計算書で計

上された当該土地の売却益を未実現

利益として当該土地売却益を売買の

あった年度の連結手続において消去

した。中間損益計算書に計上されて

いる当該減損損失は、当中間会計期

間の連結手続においては、上記土地

売却益の未実現利益と相殺消去され

るため、中間連結損益計算書では計

上されていない。

───────
 当事業年度の損益計算書に計上さ

れている減損損失80百万円は、連結

財務諸表提出会社が連結子会社より

購入した土地についてのものであ

る。 

 連結子会社の個別損益計算書で計

上された当該土地の売却益を未実現

利益として当該土地売却益を売買の

あった年度の連結手続において消去

した。損益計算書に計上されている

当該減損損失は、当連結会計年度の

連結手続においては、上記土地売却

益の未実現利益と相殺消去されるた

め、連結損益計算書では計上されて

いない。



注記事項 

(中間連結貸借対照表関係) 

  

 
  

前中間連結会計期間末 
(平成17年９月30日)

当中間連結会計期間末
(平成18年９月30日)

前連結会計年度末 
(平成18年３月31日)

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額

7,478百万円

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額

7,549百万円

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額

7,520百万円

 

※２ 担保資産

(1) このうち運転資金借入金(長期

借入金1,752百万円、１年以内返

済予定の長期借入金1,274百万

円、短期借入金1,080百万円)の担

保として財団抵当に供しているも

のは、次のとおりである。

建物及び構築物 430百万円
機械装置及び 
運搬具

564百万円

土地 274百万円

計 1,269百万円
 

※２ 担保資産

(1) このうち運転資金借入金(長期

借入金1,196百万円、１年以内返

済予定の長期借入金955百万円、

短期借入金1,080百万円)の担保と

して財団抵当に供しているもの

は、次のとおりである。

建物及び構築物 431百万円

機械装置及び
運搬具

550百万円

土地 274百万円

計 1,256百万円

 上記のほか、土地52百万円、建物

15百万円を財団抵当の共同担保に

供している。

 

※２ 担保資産

(1) このうち運転資金借入金(長期

借入金1,600百万円、１年以内返

済予定の長期借入金1,145百万

円、短期借入金1,080百万円)の担

保として財団抵当に供しているも

のは、次のとおりである。

建物及び構築物 439百万円

機械装置及び
運搬具

581百万円

土地 274百万円

計 1,294百万円

 上記のほか、土地52百万円、建物

16百万円を財団抵当の共同担保に

供している。

(2) このうち運転資金借入金(長期

借入金67百万円、１年以内返済予

定の長期借入金121百万円)の担保

に供しているものは、次のとおり

である。

  (長期借入金および１年以内返

済予定長期借入金のうち、(1)の

工場財団抵当との共同担保159百

万円)

(2) このうち運転資金借入金(長期

借入金39百万円、１年以内返済予

定の長期借入金11百万円)の担保

に供しているものは、次のとおり

である。

(2) このうち運転資金借入金(長期

借入金16百万円、１年以内返済予

定の長期借入金8百万円)の担保に

供しているものは、次のとおりで

ある。

建物 23百万円

土地 87百万円

計 110百万円

建物 9百万円

土地 57百万円

計 66百万円

建物 6百万円

土地 34百万円

計 40百万円

 ３ 受取手形割引高 373百万円

   受取手形裏書 
   譲渡高

77百万円

 ３ 受取手形割引高 394百万円

   受取手形裏書
   譲渡高

83百万円

３ 受取手形割引高 357百万円

  受取手形裏書 
   譲渡高

74百万円

――――― （追加情報）
    中間連結会計期間末日満期手

形の会計処理については、満期

日に決済が行われたものとして

処理している。 

 なお、当中間連結会計期間末

日が金融機関の休日であったた

め、次の中間連結会計期間末日

満期手形が、中間連結会計期間

末残高から除かれている。 

受取手形      5百万円

支払手形     99百万円

設備支払手形   45百万円

―――――



(中間連結損益計算書関係) 

  

 
  

前中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

※１ 販売費及び一般管理費のうち

主要な費目と金額は下記のとお

りである。

荷造運送費 103百万円

貸倒引当金 
繰入額

7百万円

給料手当 266百万円

賞与引当金 
繰入額

43百万円

退職給付費用 34百万円

役員退職慰労 
引当金繰入額

20百万円

減価償却費 4百万円

 

※１ 販売費及び一般管理費のうち

主要な費目と金額は下記のとお

りである。

荷造運送費 96百万円

給料手当 248百万円

賞与引当金
繰入額

51百万円

退職給付費用 37百万円

役員退職慰労
引当金繰入額

6百万円

減価償却費 4百万円

※１ 販売費及び一般管理費のうち

主要な費目と金額は下記のとお

りである。

荷造運送費 200百万円

貸倒引当金
繰入額

1百万円

給料手当 479百万円

賞与引当金
繰入額

44百万円

退職給付費用 65百万円

役員退職慰労 
引当金繰入額

28百万円

減価償却費 9百万円

 

※２ 固定資産売却益の内訳

土地 59百万円

────── ※２ 固定資産売却益の内訳

土地 59百万円

 

※３ 固定資産売却損の内訳

機械装置 
及び運搬具

0百万円

──────

 

※３ 固定資産売却損の内訳

機械装置
及び運搬具

0百万円

 

※４ 固定資産除却損の内訳

機械装置 
及び運搬具

0百万円

 

※４ 固定資産除却損の内訳

機械装置
及び運搬具

5百万円

※４ 固定資産除却損の内訳は次の

とおりである。

建物及び構築物 0百万円

機械装置
及び運搬具

1百万円

その他(工具 
器具及び備品)

1百万円

計 3百万円

────── ※５ リース解約損等

      富谷工場に設置している自家

発電装置について原油高騰など

の影響もあり、全てを電力会社

からの購入電力に切り換えた方

が有利である為、自家発電を中

止した。 

  これに伴いリース契約を解約

したことによる損失(18百万円)

を特別損失に計上している。

──────



(中間連結株主資本等変動計算書関係) 

当中間連結会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 

１ 発行済株式に関する事項 

   
  

２ 自己株式に関する事項 

   
（変動事由の概要） 

増加数の主な内訳は、次の通りである。 

 単元未満株式の買取りによる増加   749株 

  

３ 新株予約権等に関する事項 

   該当事項はない。 
  

４ 配当に関する事項 

 (1) 配当金支払額 

 
  
 (2) 基準日が当中間連結会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当中間連結会計期間後とな

るもの 

 該当事項はない。 

  

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当中間連結会計期間末

普通株式(株) 10,000,000 ― ― 10,000,000

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当中間連結会計期間末

普通株式(株) 14,454 749 ― 15,203

決議 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり配当額
（円）

基準日 効力発生日

平成18年6月29日 
定時株主総会

普通株式 49 5.00 平成18年3月31日 平成18年6月29日



(中間連結キャッシュ・フロー計算書関係) 

  

 
  

(リース取引関係) 

  

 
  

前中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

 

※１ 現金及び現金同等物の中間期

末残高と中間連結貸借対照表に

掲記されている科目の金額との

関係(平成17年９月30日現在)

現金及び預金勘定 1,810 百万円

預入期間が３ヶ月 
を超える定期預金

△188 百万円

現金及び 
現金同等物

1,622 百万円

 

※１ 現金及び現金同等物の中間期

末残高と中間連結貸借対照表に

掲記されている科目の金額との

関係(平成18年９月30日現在)

現金及び預金勘定 1,211 百万円

預入期間が３ヶ月
を超える定期預金

△217 百万円

現金及び 
現金同等物

994 百万円

 

※１ 現金及び現金同等物の期末残

高と連結貸借対照表に掲記され

ている科目の金額との関係(平

成18年３月31日現在)

現金及び預金勘定 1,560 百万円

預入期間が３ヶ月 
を超える定期預金

△204 百万円

現金及び
現金同等物

1,355 百万円

前中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

 リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファイ

ナンス・リース取引

 リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファイ

ナンス・リース取引

 リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファイ

ナンス・リース取引

①リース物件の取得価額相当額、減

価償却累計額相当額及び中間期末

残高相当額
機械装置 

及び 

運搬具

その他 

(有形固 

定資産)

無形 

固定 

資産

合計

(百万円) (百万円) (百万円) (百万円)

取得価額 

相当額
615 37 28 681

減価償却 

累計額 

相当額

190 18 18 226

中間期末 

残高 

相当額

425 18 10 454

①リース物件の取得価額相当額、減

価償却累計額相当額及び中間期末

残高相当額
機械装置 

及び 

運搬具

その他 

(有形固 

定資産)

無形 

固定 

資産

合計

(百万円) (百万円) (百万円) (百万円)

取得価額 

相当額
435 34 28 497

減価償却 

累計額 

相当額

138 22 20 181

中間期末 

残高 

相当額

296 11 7 315

①リース物件の取得価額相当額、減

価償却累計額相当額及び期末残高

相当額
機械装置 

及び 

運搬具

その他 

(有形固 

定資産)

無形 

固定 

資産

合計

(百万円) (百万円) (百万円) (百万円)

取得価額 

相当額
659 37 28 725

減価償却 

累計額 

相当額

229 22 20 272

期末残高 

相当額
429 15 7 452

②未経過リース料中間期末残高相当

額

②未経過リース料中間期末残高相当

額

②未経過リース料期末残高相当額

１年以内 84百万円

１年超 391百万円

合計 475百万円

１年以内 60百万円

１年超 266百万円

合計 326百万円

１年以内 86百万円

１年超 389百万円

合計 475百万円

③支払リース料、減価償却費相当額

及び支払利息相当額

支払リース料 51百万円

減価償却費 
相当額

43百万円

支払利息相当額 10百万円

③支払リース料、減価償却費相当額

及び支払利息相当額

支払リース料 39百万円

減価償却費
相当額

34百万円

支払利息相当額 6百万円

③支払リース料、減価償却費相当額

及び支払利息相当額

支払リース料 105百万円

減価償却費
相当額

89百万円

支払利息相当額 20百万円

④減価償却費相当額の算定方法 

 リース期間を耐用年数とし、残存

価額を零とする定額法によってい

る。

④減価償却費相当額の算定方法

同左

④減価償却費相当額の算定方法

同左

⑤利息相当額の算定方法 

 リース料総額とリース物件の取得

価額相当額の差額を利息相当額と

し、各期への配分方法については、

利息法によっている。

⑤利息相当額の算定方法

同左

⑤利息相当額の算定方法

同左



(有価証券関係) 

前中間連結会計期間末(平成17年９月30日) 

(1) その他有価証券で時価のあるもの 

  

 
  

(2) 時価評価されていない主な有価証券の内容及び中間連結貸借対照表計上額 

  

 
  

当中間連結会計期間末(平成18年９月30日) 

(1) その他有価証券で時価のあるもの 

  

 
(注) 当中間連結会計期間において、その他有価証券の減損処理は行っていない。 

    なお、減損処理にあたっては、中間連結会計期間末における時価が取得原価に比べ50％以上下落した場合には

全て減損処理を行っている。また、下落率が30～50％の株式の減損にあっては、個別銘柄毎に、当中間連結会計

期間における最高値・最安値と帳簿価格との乖離状況等保有有価証券の時価水準を把握するとともに発行体の外

部信用格付や公表財務諸表ベースでの各種財務比率の検討等により信用リスクの定量評価を行い、総合的に判断

している。 

  

(2) 時価評価されていない主な有価証券の内容及び中間連結貸借対照表計上額 

  

 
  

  

  

取得原価
(百万円)

中間連結貸借対照表
計上額(百万円)

差額 
(百万円)

(1) 株式 127 306 178

(2) 債券 ― ― ―

(3) その他 ― ― ―

合計 127 306 178

中間連結貸借対照表計上額
(百万円)

(1) その他有価証券

  非上場株式 49

取得原価
(百万円)

中間連結貸借対照表
計上額(百万円)

差額 
(百万円)

(1) 株式 127 326 198

(2) 債券 ―
― ―

(3) その他 ―
― ―

合計 127 326 198

中間連結貸借対照表計上額
(百万円)

(1) その他有価証券

  非上場株式 49



前連結会計年度末(平成18年３月31日) 

(1) その他有価証券で時価のあるもの 

  

 
  

(2) 時価評価されていない主な有価証券の内容及び連結貸借対照表計上額 

  

 
  

取得原価
(百万円)

連結貸借対照表
計上額(百万円)

差額 
(百万円)

(1) 株式 127 375 247

(2) 債券 ─ ─ ─

(3) その他 ─ ─ ─

合計 127 375 247

連結貸借対照表計上額
(百万円)

(1) その他有価証券

  非上場株式 49



(デリバティブ取引関係) 

デリバティブ取引の契約額等、時価及び評価損益の状況 

 前中間連結会計期間末、当中間連結会計期間末および前連結会計年度末のいずれにおいても該当事

項はない。 

  

  



(セグメント情報) 

【事業の種類別セグメント情報】 

前中間連結会計期間(自 平成17年４月１日 至 平成17年９月30日) 

  

 
  

当中間連結会計期間(自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日) 

  

 
  

前連結会計年度(自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日) 

  

 
  

工業用 
機械刃物 
(百万円)

産業用機械
及び部品 
(百万円)

緑化造園

(百万円)

計

(百万円)

消去又は 
全社 
(百万円)

連結

(百万円)

売上高

(1) 外部顧客に
対する売上高

2,930 688 150 3,769 ― 3,769

(2) セグメント間の内部
売上高又は振替高

― 0 1 1 (1) ―

計 2,930 688 151 3,770 (1) 3,769

営業費用 2,458 655 170 3,284 255 3,540

営業利益又は営業損失(△) 471 33 △19 485 (256) 229

工業用 
機械刃物 
(百万円)

産業用機械
及び部品 
(百万円)

緑化造園

(百万円)

計

(百万円)

消去又は 
全社 
(百万円)

連結

(百万円)

売上高

(1) 外部顧客に
対する売上高

2,949 803 224 3,977 ― 3,977

(2) セグメント間の内部
売上高又は振替高

― ― 1 1 (1) ―

計 2,949 803 226 3,979 (1) 3,977

営業費用 2,477 765 247 3,490 253 3,743

営業利益又は営業損失(△) 472 38 △21 489 (255) 234

工業用 
機械刃物 
(百万円)

産業用機械
及び部品 
(百万円)

緑化造園

(百万円)

計

(百万円)

消去又は 
全社 
(百万円)

連結

(百万円)

売上高

(1) 外部顧客に
対する売上高

5,972 1,415 301 7,689 ─ 7,689

(2) セグメント間の内部
売上高又は振替高

─ 0 29 29 (29) ─

計 5,972 1,415 331 7,718 (29) 7,689

営業費用 4,984 1,355 338 6,677 455 7,133

営業利益又は営業損失(△) 988 59 △7 1,041 (485) 556



(注) １ 事業区分の方法は製品の系列および市場の類似性を考慮して区分している。 

２ 各区分に属する主要な製品・工事 

 
  

３ 前中間連結会計期間、当中間連結会計期間および前連結会計年度における営業費用のうち、消去又は全社の

項目に含めた配賦不能営業費用の金額はそれぞれ２億55百万円、２億53百万円および４億55百万円であり、そ

の主なものは、提出会社本社の総務等管理部門に係る費用である。 

  

事業区分 主要製品・工事

工業用機械刃物 鉄鋼用刃物・合板用刃物・製紙パルプ用刃物・製本用刃物

産業用機械及び部品 研削盤・切断機械・スライドウェイ・各種カッターおよびユニット

緑化造園 造園工事・管理業務・法面工事・外構工事



【所在地別セグメント情報】 

前中間連結会計期間(自 平成17年４月１日 至 平成17年９月30日)、当中間連結会計期間(自 平

成18年４月１日 至 平成18年９月30日)および前連結会計年度(自 平成17年４月１日 至 平成18年

３月31日)において、全セグメントの売上高の合計に占める日本の割合が90％を超えるため、所在地別

セグメント情報の記載は省略している。 

  



【海外売上高】 

前中間連結会計期間(自 平成17年４月１日 至 平成17年９月30日) 

  

 
  

当中間連結会計期間(自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日) 

  

 
  

前連結会計年度(自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日) 

  

 
  

(注) １ 国又は地域の区分は、地理的近接度によっている。 

２ 各区分に属する主な国又は地域 

(1) 東南アジア………マレーシア、インドネシア、中国 

(2) その他の地域……米国 

３ 海外売上高は、当社および連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高である。 

  

東南アジア その他の地域 計

Ⅰ 海外売上高(百万円) 676 90 767

Ⅱ 連結売上高(百万円) 3,769

Ⅲ 連結売上高に占める
海外売上高の割合(％)

17.9 2.4 20.3

東南アジア その他の地域 計

Ⅰ 海外売上高(百万円) 650 81 731

Ⅱ 連結売上高(百万円) 3,977

Ⅲ 連結売上高に占める
海外売上高の割合(％)

16.4 2.0 18.4

東南アジア その他の地域 計

Ⅰ 海外売上高(百万円) 1,392 212 1,605

Ⅱ 連結売上高(百万円) 7,689

Ⅲ 連結売上高に占める
海外売上高の割合(％)

18.1 2.8 20.9



(１株当たり情報) 

  

 
(注) 算定上の基礎 

１ １株当たり純資産額 

 
  

  

２ １株当たり中間(当期)純利益金額 

 
  

  

(重要な後発事象) 

該当事項はない。 

  

(2) 【その他】 

該当事項はない。 

  

前中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

１株当たり純資産額 148円55銭 １株当たり純資産額 174円80銭 １株当たり純資産額 168円79銭

１株当たり中間純利益金額13円53銭 １株当たり中間純利益金額 9円73銭 １株当たり当期純利益金額30円86銭

 なお、潜在株式調整後１株当たり

中間純利益金額については、潜在株

式が存在しないため記載していな

い。

 なお、潜在株式調整後１株当たり

中間純利益金額については、潜在株

式が存在しないため記載していな

い。

 なお、潜在株式調整後１株当たり

当期純利益金額については、潜在株

式がないため記載していない。

前中間連結会計期間末

（平成17年９月30日）

当中間連結会計期間末

（平成18年９月30日）

前連結会計年度末

（平成18年３月31日）

中間連結貸借対照表の純資産の部
の合計額(百万円)

― 1,746 ―

普通株式に係る純資産額(百万円) ― 1,745 ―

差額の主な内訳(百万円)

 少数株主持分 ― 1 ―

普通株式の発行済株式数(千株) ― 10,000 ―

普通株式の自己株式数(千株) ― 15 ―

1株当たり純資産の算定に用いられ
た普通株式の数(千株)

― 9,984 ―

前中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

中間(当期)純利益(百万円) 135 97 308

普通株主に帰属しない金額
(百万円)

― ─ ─

普通株式に係る中間(当期)純利益 
(百万円)

135 97 308

普通株式の期中平均株式数(千株) 9,988 9,985 9,987



２ 【中間財務諸表等】 

(1) 【中間財務諸表】 

① 【中間貸借対照表】 

  

 
  

前中間会計期間末

(平成17年９月30日)

当中間会計期間末

(平成18年９月30日)

前事業年度の 
要約貸借対照表 
(平成18年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(資産の部)

Ⅰ 流動資産

現金及び預金 1,542 921 1,277

受取手形 224 299 189

売掛金 1,935 2,109 2,032

たな卸資産 1,789 2,003 1,859

その他 179 276 196

貸倒引当金 △5 △3 △ 5

流動資産合計 5,665 69.3 5,607 67.8 5,549 67.0

Ⅱ 固定資産

有形固定資産 ※1.2

建物 438 416 421

機械及び装置 581 590 624

土地 372 369 372

建設仮勘定 1 28       -

その他 62 85 86

有形固定資産合計 1,456 1,490 1,505

無形固定資産 7 7 7

投資その他の資産

繰延税金資産 450 410 397

その他 617 767 834

貸倒引当金 △18 △12 △ 15

投資その他の資産 
合計

1,050 1,165 1,216

固定資産合計 2,514 30.7 2,663 32.2 2,729 33.0

資産合計 8,179 100.0 8,271 100.0 8,278 100.0



 
  

前中間会計期間末

(平成17年９月30日)

当中間会計期間末

(平成18年９月30日)

前事業年度の 
要約貸借対照表 
(平成18年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(負債の部)

Ⅰ 流動負債

支払手形 628 696 663

買掛金 403 429 480

短期借入金 ※２ 1,215 1,247 1,227

一年以内返済予 
定の長期借入金

※２ 1,274 1,018 1,145

未払法人税等 160 69 159

賞与引当金 140 150 147

設備支払手形 16 10 53

その他 ※５ 219 354 236

流動負債合計 4,056 49.6 3,977 48.1 4,112 49.7

Ⅱ 固定負債

長期借入金 ※２ 1,752 1,734 1,600

退職給付引当金 503 442 432

役員退職慰労 
引当金

93 108 101

従業員長期 
預り金

586 643 674

固定負債合計 2,936 35.9 2,928 35.4 2,807 33.9

負債合計 6,992 85.5 6,905 83.5 6,920 83.6

(資本の部)

Ⅰ 資本金 500 6.1 ― ― 500 6.0

Ⅱ 資本剰余金

資本準備金 194 ― 194

資本剰余金合計 194 2.4 ― ― 194 2.3

Ⅲ 利益剰余金

利益準備金 85 ― 85

中間(当期) 
未処分利益

302 ― 433

利益剰余金合計 387 4.7 ― ― 519 6.3

Ⅳ その他有価証券 
  評価差額金

106 1.3 ― ― 147 1.8

Ⅴ 自己株式 △2 △0.0 ― ― △ 2 △0.0

資本合計 1,186 14.5 ― ― 1,358 16.4

負債資本合計 8,179 100.0 ― ― 8,278 100.0



 
  

前中間会計期間末

(平成17年９月30日)

当中間会計期間末

(平成18年９月30日)

前事業年度の 
要約貸借対照表 
(平成18年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(純資産の部)

Ⅰ 株主資本

資本金 ― ─ 500 6.0 ― ─

資本剰余金

資本準備金 ― 194 ―

資本剰余金合計 ― ─ 194 2.4 ― ─

利益剰余金

利益準備金 ― 85 ―

その他利益 
剰余金
 繰越利益 
 剰余金

― 469 ―

利益剰余金合計 ― ─ 555 6.7 ― ─

自己株式 ― ─ △2 △0.0 ― ─

株主資本合計 ― ─ 1,246 15.1 ― ─

Ⅱ 評価・換算差額等

その他有価証券 
評価差額金

― 118 1.4 ―

評価・換算 
差額等合計

― ─ 118 1.4 ― ─

純資産合計 ― ─ 1,365 16.5 ― ─

負債純資産合計 ― ─ 8,271 100.0 ― ─



② 【中間損益計算書】 

  

 
  

前中間会計期間

(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間会計期間

(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前事業年度の
要約損益計算書

(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
百分比
(％)

金額(百万円)
百分比
(％)

金額(百万円)
百分比
(％)

Ⅰ 売上高 3,575 100.0 3,718 100.0 7,305 100.0

Ⅱ 売上原価 2,572 71.9 2,732 73.5 5,288 72.4

売上総利益 1,003 28.1 985 26.5 2,016 27.6

Ⅲ 販売費及び 
  一般管理費

768 21.5 757 20.4 1,479 20.3

営業利益 234 6.6 227 6.1 537 7.3

Ⅳ 営業外収益

受取利息 2 2 4

その他 34 25 55

営業外収益計 36 1.0 27 0.7 60 0.8

Ⅴ 営業外費用

支払利息 53 50 103

その他 15 29 29

営業外費用計 69 1.9 79 2.1 133 1.8

経常利益 202 5.7 175 4.7 464 6.3

Ⅵ 特別利益 ※１ 76 2.1 2 0.1 77 1.1

Ⅶ 特別損失 ※２ 121 3.4 26 0.7 126 1.7

税引前中間(当期) 
純利益

157 4.4 151 4.1 416 5.7

法人税、住民税 
及び事業税

150 60 257

法人税等調整額 △ 49 100 2.8 5 65 1.8 △ 28 228 3.1

中間(当期)純利益 56 1.6 86 2.3 187 2.6

前期繰越利益 245 ─ 245

中間(当期)未処分 
利益

302 ─ 433



③ 【中間株主資本等変動計算書】 

当中間会計期間(自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日) 

  

 
  

 
  

 
  

項目

株主資本

資本金
資本剰余金

資本準備金 資本剰余金合計

平成18年３月31日残高(百万円) 500 194 194

中間会計期間中の変動額

 剰余金の配当

 中間純利益

 自己株式の取得

 株主資本以外の項目の中間 
 会計期間中の変動額(純額)
中間会計期間中の変動額合計 
(百万円)

― ― ―

平成18年９月30日残高(百万円) 500 194 194

項目

株主資本

利益剰余金

自己株式 株主資本合計
利益準備金

その他利益剰余金
利益剰余金合計

繰越利益剰余金

平成18年３月31日残高(百万円) 85 433 519 △2 1,210

中間会計期間中の変動額

 剰余金の配当 △49 △49 △49

 中間純利益 86 86 86

 自己株式の取得 △0 △0

 株主資本以外の項目の中間 
 会計期間中の変動額(純額)
中間会計期間中の変動額合計 
(百万円)

─ 36 36 △0 36

平成18年９月30日残高(百万円) 85 469 555 △2 1,246

項目
評価・換算差額等

純資産合計
その他有価証券評価差額金 評価・換算差額等合計

平成18年３月31日残高(百万円) 147 147 1,358

中間会計期間中の変動額

 剰余金の配当 △49

 中間純利益 86

 自己株式の取得 △0

 株主資本以外の項目の中間 
 会計期間中の変動額(純額)

△29 △29 △29

中間会計期間中の変動額合計 
(百万円)

△29 △29 6

平成18年９月30日残高(百万円) 118 118 1,365



中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

  

 
  

前中間会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

１ 資産の評価基準及

び評価方法

(1) 有価証券

 ① 子会社株式及び関連

会社株式

    移動平均法による

原価法

(1) 有価証券

 ① 子会社株式及び関連

会社株式

同左

(1) 有価証券

 ① 子会社株式及び関連

会社株式

同左

 ② その他有価証券

   時価のあるもの

    中間会計期間末の

市場価格等に基づ

く時価法(評価差

額は全部資本直入

法により処理し、

売却原価は移動平

均法により算定)

 ② その他有価証券

   時価のあるもの

    中間会計期間末の

市場価格等に基づ

く時価法(評価差

額は全部純資産直

入法により処理

し、売却原価は移

動平均法により算

定)

 ② その他有価証券

   時価のあるもの

    決算期末日の市場

価格等に基づく時

価法(評価差額は

全部資本直入法に

より処理し、売却

原価は移動平均法

により算定)

   時価のないもの

    移動平均法による

原価法

   時価のないもの

同左

   時価のないもの

同左

(2) たな卸資産

 製品・仕掛品…先入先出

法に基づく原価法

 原材料・貯蔵品…移動平

均法に基づく原価

法

(2) たな卸資産

 製品・仕掛品

同左

 原材料・貯蔵品

同左

(2) たな卸資産

 製品・仕掛品

同左

 原材料・貯蔵品

同左

２ 固定資産の減価償

却の方法

(1) 有形固定資産

  定率法を採用してい

る。

  なお、耐用年数および

残存価額については、法

人税法に規定する方法と

同一の基準によってい

る。

(1) 有形固定資産

  定率法を採用してい

る。

  但し、平成10年4月以

降に取得した建物（建物

附属設備は除く）につい

ては定額法を採用してい

る。

  なお、耐用年数及び残

存価額については、法人

税法に規定する方法と同

一の基準によっている。

(1) 有形固定資産

  定率法を採用してい

る。

  但し、平成10年4月以

降に取得した建物（建物

附属設備は除く）につい

ては定額法を採用してい

る。

(2) 無形固定資産

  定額法を採用してい

る。

  なお、自社利用のソフ

トウェアについては、社

内における利用可能期間

(５年)に基づいている。

(2) 無形固定資産

同左

(2) 無形固定資産

同左

３ 引当金の計上基準 (1) 貸倒引当金

  債権の貸倒れによる損

失に備えるため、一般債

権については貸倒実績率

により、貸倒懸念債権等

特定の債権については個

別に回収可能性を勘案

し、回収不能見込額を計

上している。

(1) 貸倒引当金

同左

(1) 貸倒引当金

同左



 
  

前中間会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

(2) 賞与引当金

  従業員に対する賞与の

支払いに備えるために設

定しているもので、支給

見込額に基づき計上して

いる。

(2) 賞与引当金

同左

(2) 賞与引当金

同左

(3) 退職給付引当金

  従業員に対する退職給

付に備えるため、当事業

年度末における退職給付

債務及び年金資産の見込

額に基づき、当中間会計

期間末において発生して

いると認められる額を計

上している。

  なお、会計基準変更時

差異(1,726百万円)につ

いては、15年による按分

額を費用処理している。

  数理計算上の差異は、

各事業年度の発生時にお

ける従業員の平均残存勤

務期間以内の一定の年数

(10年)による定額法によ

り按分した額をそれぞれ

発生の翌事業年度から費

用処理することとしてい

る。

(3) 退職給付引当金

同左

(3) 退職給付引当金

  従業員に対する退職給

付に備えるため、当期末

における退職給付債務及

び年金資産の見込額に基

づき、当期末において発

生していると認められる

額を計上している。

  会計基準変更時差異

(1,726百万円)について

は、15年による按分額を

費用処理している。

  数理計算上の差異につ

いては、各事業年度の発

生時における従業員の平

均残存勤務期間以内の一

定の年数(10年)による定

額法により按分した額を

それぞれ発生の翌事業年

度から費用処理すること

としている。

(4) 役員退職慰労引当金

  役員の退職慰労金の支

給に備えるため、内規に

基づく中間会計期間末要

支給額を計上している。

  なお、前々事業年度で

の過年度相当額61百万円

は前々事業年度より３年

間で均等償却することと

し、当事業年度負担相当

額20百万円を当中間会計

期間において特別損失に

計上している。

(4) 役員退職慰労引当金

  役員の退職慰労金の支

給に備えるため、内規に

基づく中間会計期間末要

支給額を計上している。

(4) 役員退職慰労引当金

  役員の退職慰労金の支

給に備えるため、内規に

基づく期末要支給額を計

上している。

  なお、前々事業年度で

の過年度相当額61百万円

は前々事業年度より３年

間で均等償却することと

し、当事業年度負担相当

額20百万円を当事業年度

において特別損失に計上

している。



 
  

前中間会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

４ 外貨建の資産又

は負債の本邦通貨

への換算基準

 外貨建金銭債権債務は、

中間会計期間末日の直物為

替相場により円貨に換算

し、換算差額は損益として

処理している。

同左  外貨建金銭債権債務は、

期末日の直物為替相場によ

り円貨に換算し、換算差額

は損益として処理してい

る。

５ リース取引の処

理方法

 リース物件の所有権が借

主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・

リース取引については、通

常の賃貸借取引に係る方法

に準じた会計処理によって

いる。

同左 同左

６ ヘッジ会計の方

法

(1) ヘッジ会計の方法

  支払金利に係るキャッ

プ取引およびスワップ取

引であり、特例処理の要

件を満たしているため、

特例処理を採用してい

る。

  また、為替予約が付さ

れている外貨建金銭債権

については、振当処理を

行っている。

(1) ヘッジ会計の方法

  支払金利に係るキャッ

プ取引およびスワップ取

引であり、特例処理の要

件を満たしているため、

特例処理を採用してい

る。

  

(1) ヘッジ会計の方法

     同左 

(2) ヘッジ手段とヘッジ対

象

 ヘッジ手段…金利キャッ

プおよび金

利スワップ

       為替予約

 ヘッジ対象…長期借入金

利息

       外貨建金銭

債権

(2) ヘッジ手段とヘッジ対

象

 ヘッジ手段…金利キャッ

プおよび金

利スワップ

       

 ヘッジ対象…長期借入金

利息

      

(2) ヘッジ手段とヘッジ対

象

同左 

 

       

 

同左

(3) ヘッジ方針

  支払金利に係るキャッ

プ取引およびスワップ取

引については、長期借入

金の金利変動リスクを回

避する目的で行ってい

る。

  また、為替予約につい

ては、外貨建金銭債権の

為替変動リスクを回避す

る目的で行っている。

(3) ヘッジ方針

  支払金利に係るキャッ

プ取引およびスワップ取

引については、長期借入

金の金利変動リスクを回

避する目的で行ってい

る。

(3) ヘッジ方針

同左



 
  

前中間会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

(4) ヘッジ有効性評価の方

法

  支払金利に係るキャッ

プ取引およびスワップ取

引については、特例処理

の要件を満たしているた

め、有効性の評価を省略

している。

  また、為替予約につい

ては、予約の締結時に、

米貨建による同一金額で

同一期日の為替予約をそ

れぞれ振り当てているた

め、その後の為替相場の

変動による相関関係は完

全に確保されているので

有効性の評価を省略して

いる。

(4) ヘッジ有効性評価の方

法

  特例処理の要件を満た

しているため、有効性の

評価を省略している。

(4) ヘッジ有効性評価の方

法

同左

７ その他中間財務諸

表(財務諸表)作成の

ための基本となる重

要な事項

消費税等の会計処理 

 税抜方式を採用してい

る。

消費税等の会計処理

同左

消費税等の会計処理

同左



会計処理の変更 

  

 
  

前中間会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

（固定資産の減損に係る会計基準） 

 当中間会計期間から「固定資産の

減損に係る会計基準」（「固定資産

の減損に係る会計基準の設定に関す

る意見書」（企業会計審議会 平成

14年8月9日））及び「固定資産の減

損に係る会計基準の適用指針」（企

業会計基準委員会 平成15年10月31

日 企業会計基準適用指針第6号）を

適用している。これにより税引前中

間純利益が80百万円減少している。 

 なお、減損損失累計額について

は、改正後の中間財務諸表等規則に

基づき当該各資産の金額から直接控

除している。

―――――― （固定資産の減損に係る会計基準） 

 当事業年度から「固定資産の減損

に係る会計基準」（「固定資産の減

損に係る会計基準の設定に関する意

見書」（企業会計審議会 平成14年8

月9日））及び「固定資産の減損に係

る会計基準の適用指針」（企業会計

基準委員会 平成15年10月31日 企

業会計基準適用指針第6号）を適用し

ている。これにより税引前当期純利

益が80百万円減少している。 

 なお、減損損失については、改正

後の財務諸表等規則に基づき当該各

資産の金額から直接控除している。

―――――― （貸借対照表の純資産の部の表示に

関する会計基準等） 

（自己株式及び準備金の額の減少等

に関する会計基準等の一部改正） 

 当中間会計期間から「貸借対照表

の純資産の部の表示に関する会計基

準」（企業会計基準委員会 平成17

年12月9日 企業会計基準第5号）及

び「貸借対照表の純資産の部の表示

に関する会計基準等の適用指針」

（企業会計基準委員会 平成17年12

月9日 企業会計基準適用指針第8

号）並びに改正後の「自己株式及び

準備金の額の減少等に関する会計基

準」（企業会計基準委員会 最終改

正平成18年8月11日 企業会計基準第

1号）及び「自己株式及び準備金の額

の減少等に関する会計基準の適用指

針」（企業会計基準委員会 最終改

正平成18年8月11日 企業会計基準適

用指針第2号）を適用している。 

 これによる損益に与える影響はあ

りません。 

 なお、従来の「資本の部」の合計

に相当する金額は1,365百万円であ

る。 

 中間財務諸表等規則の改正によ

り、当中間会計期間における中間財

務諸表は、改正後の中間財務諸表等

規則により作成している。

――――――



注記事項 

(中間貸借対照表関係) 

  

 
  

前中間会計期間末
(平成17年９月30日)

当中間会計期間末
(平成18年９月30日)

前事業年度末
(平成18年３月31日)

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額

6,925百万円

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額

6,988百万円

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額

6,963百万円

※２ 担保資産及び担保付債務

  工場財団抵当

建物 419百万円

機械及び装置 564百万円

土地 274百万円

その他 11百万円

計 1,269百万円

※２ 担保資産及び担保付債務

  工場財団抵当

建物 398百万円

機械及び装置 550百万円

土地 274百万円

その他 33百万円

計 1,256百万円

※２ 担保資産及び担保付債務

  工場財団抵当

建物 402百万円

機械及び装置 581百万円

土地 274百万円

その他 36百万円

計 1,294百万円

  抵当権及び根抵当権

建物 17百万円

土地 98百万円

計 115百万円

  抵当権及び根抵当権

建物 15百万円

土地 95百万円

計 111百万円

  抵当権及び根抵当権

建物 16百万円

土地 98百万円

計 114百万円

  担保付債務は次のとおりであ

る。

短期借入金 1,080百万円

長期借入金 3,026百万円

(一年以内返済予定を含む)

  担保付債務は次のとおりであ

る。

短期借入金 1,080百万円

長期借入金 2,152百万円

(一年以内返済予定を含む)
 

  担保付債務は次のとおりであ

る。

短期借入金 1,080百万円

長期借入金 2,745百万円

  (一年以内返済予定を含む)

 ３ 偶発債務

  銀行借入金に対する債務保証額

㈱トオハ 16百万円

熱研工業㈱ 45百万円

東洋緑化㈱ 10百万円

㈱トミックス 35百万円

 ３ 偶発債務

  銀行借入金に対する債務保証額

㈱トオハ 10百万円

熱研工業㈱ 18百万円

東洋緑化㈱ 10百万円

㈱トミックス 30百万円

 ３ 偶発債務

  銀行借入金に対する債務保証額

㈱トオハ 12百万円

熱研工業㈱ 25百万円

東洋緑化㈱ 10百万円

㈱トミックス 35百万円

 ４ 受取手形割引高 381百万円

   受取手形裏書
   譲渡高

71百万円

 ４ 受取手形割引高 403百万円

   受取手形裏書
   譲渡高

80百万円

４ 受取手形割引高 363百万円

  受取手形裏書
  譲渡高

70百万円

※５ 消費税等の取扱い

   仮払消費税等及び仮受消費税

等は、相殺のうえ流動負債の

「その他」に含めて表示してい

る。

―――――

※５ 消費税等の取扱い

同左

（追加情報）
   中間会計期間末日満期手形の

会計処理については、満期日に

決済が行われたものとして処理

している。 

 なお、当中間会計期間末日が

金融機関の休日であったため、

次の中間会計期間末日満期手形

が、中間会計期間末残高から除

かれている。 

―――――

―――――

受取手形      5百万円

支払手形      96百万円

設備支払手形    44百万円



(中間損益計算書関係) 

  

 
  

前中間会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

※１ 特別利益のうち主要なもの

固定資産売却益 
(土地)

41百万円

投資有価証券 
売却益

35百万円

※１ 特別利益のうち主要なもの

貸倒引当金戻入額
 

2百万円

※１ 特別利益のうち主要なもの

固定資産売却益 
(土地)

41百万円

投資有価証券 
売却益

36百万円

※２ 特別損失のうち主要なもの

減損損失 80百万円

過年度役員退職 
慰労引当金繰入額

20百万円

創立80周年記念 
事業費

20百万円

※２ 特別損失のうち主要なもの

減損損失 2百万円

固定資産除却損 5百万円

リース解約損等 18百万円

※２ 特別損失のうち主要なもの

減損損失 80百万円

過年度役員退職 
慰労引当金繰入額

20百万円

創立80周年記念 
事業費

20百万円

 ３ 減価償却実施額

有形固定資産 68百万円

無形固定資産 0百万円

 ３ 減価償却実施額

有形固定資産 71百万円

無形固定資産 0百万円

 ３ 減価償却実施額

有形固定資産 146百万円

無形固定資産 0百万円

 

 ４ 減損損失

   当社は、以下の資産について

減損損失を計上した。

用途 種類 場所

賃貸 
駐車場

土地
仙台市 
宮城野区中野

  (グルーピングの方法)

   当社は、事業資産において管

理会計毎にグルーピングを行

い、事業の用に直接供していな

い賃貸駐車場については個々の

資産単位として取り扱ってい

る。

  (経緯)

   市場価格が著しく下落した上

記賃貸駐車場について、帳簿価

額を回収可能価額まで減額し、

当該減少額を減損損失（80百万

円）として特別損失に計上して

いる。

   なお、当資産の回収可能価額

は正味売却価額により測定して

おり、路線価に合理的な調整を

行なった価額により評価してい

る。

 

 ４ 減損損失

   当社は、以下の資産について

減損損失を計上した。

用途 種類 場所

賃貸 
駐車場

土地
仙台市
宮城野区中野

  (グルーピングの方法)

   当社は、事業資産において管

理会計毎にグルーピングを行

い、事業の用に直接供していな

い賃貸駐車場については個々の

資産単位として取り扱ってい

る。

  (経緯)

   市場価格が下落した上記賃貸

駐車場について、帳簿価額を回

収可能価額まで減額し、当該減

少額を減損損失（2百万円）と

して特別損失に計上している。

   なお、当資産の回収可能価額

は正味売却価額により測定して

おり、路線価に合理的な調整を

行なった価額により評価してい

る。

 

 ４ 減損損失

   当社は、以下の資産について

減損損失を計上した。

用途 種類 場所

賃貸
駐車場

土地
仙台市 
宮城野区中野

  (グルーピングの方法)

   当社は、事業資産において管

理会計毎にグルーピングを行

い、事業の用に直接供していな

い賃貸駐車場については個々の

資産単位として取り扱ってい

る。

  (経緯)

   市場価格が著しく下落した上

記賃貸駐車場について、帳簿価

額を回収可能価額まで減額し、

当該減少額を減損損失（80百万

円）として特別損失に計上して

いる。

   なお、当資産の回収可能価額

は正味売却価額により測定して

おり、路線価に合理的な調整を

行なった価額により評価してい

る。
──────   ５ リース解約損等

      富谷工場に設置している自家

発電装置について原油高騰など

の影響もあり、全てを電力会社

からの購入電力に切り換えた方

が有利である為、自家発電を中

止した。 

  これに伴いリース契約を解約

したことによる損失(18百万円)

を特別損失に計上している。

──────



(中間株主資本等変動計算書関係) 

当中間会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 

１ 自己株式に関する事項 

   
  （変動事由の概要） 

  増加数の主な内訳は、次の通りである。 

   単元未満株式の買取りによる増加    749株 

   

  

  

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当中間会計期間末

普通株式（株） 14,454 749 ― 15,203



(リース取引関係) 

  

 
  

(有価証券関係) 

前中間会計期間、当中間会計期間および前事業年度のいずれにおいても子会社株式および関連会社

株式で時価のあるものはない。 

  

  

前中間会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引

①リース物件の取得価額相当額、減

価償却累計額相当額及び中間期末

残高相当額

機械及び 

装置

その他 

(有形固 

定資産)

無形 

固定 

資産

合計

(百万円) (百万円) (百万円) (百万円)

取得価額 

相当額
607 30 21 660

減価償却 

累計額 

相当額

190 16 14 221

中間期末 

残高 

相当額

417 14 7 438

①リース物件の取得価額相当額、減

価償却累計額相当額及び中間期末

残高相当額

機械及び 

装置

その他 

(有形固 

定資産)

無形 

固定 

資産

合計

(百万円) (百万円) (百万円) (百万円)

取得価額 

相当額
383 27 21 432

減価償却 

累計額 

相当額

132 19 18 170

中間期末 

残高 

相当額

251 8 2 262

①リース物件の取得価額相当額、減

価償却累計額相当額及び期末残高

相当額

機械及び 

装置

その他 

(有形固 

定資産)

無形 

固定 

資産

合計

(百万円) (百万円) (百万円) (百万円)

取得価額 

相当額
607 30 21 660

減価償却 

累計額 

相当額

227 19 16 263

期末残高 

相当額
380 10 5 396

②未経過リース料中間期末残高相当

額

②未経過リース料中間期末残高相当

額

②未経過リース料期末残高相当額

１年以内 80百万円

１年超 379百万円

合計 459百万円

１年以内 51百万円

１年超 221百万円

合計 272百万円

１年以内 77百万円

１年超 341百万円

合計 419百万円

③支払リース料、減価償却費相当額

及び支払利息相当額

支払リース料 48百万円

減価償却費 
相当額

41百万円

支払利息相当額 10百万円

③支払リース料、減価償却費相当額

及び支払利息相当額

支払リース料 33百万円

減価償却費
相当額

29百万円

支払利息相当額 5百万円

③支払リース料、減価償却費相当額

及び支払利息相当額

支払リース料 98百万円

減価償却費
相当額

83百万円

支払利息相当額 19百万円

④減価償却費相当額の算定方法

 リース期間を耐用年数とし、残存

価額を零とする定額法によってい

る。

④減価償却費相当額の算定方法

同左

④減価償却費相当額の算定方法

同左

⑤利息相当額の算定方法

 リース料総額とリース物件の取得

価額相当額との差額を利息相当額と

し、各期への配分方法については、

利息法によっている。

⑤利息相当額の算定方法

同左

⑤利息相当額の算定方法

同左



(１株当たり情報) 

  

 
(注) 算定上の基礎 

１ １株当たり純資産額 

 
  

２ １株当たり中間(当期)純利益金額 

 
  

  

(重要な後発事象) 

該当事項はない。 

  

  

(2) 【その他】 

該当事項はない。 

  

前中間会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

１株当たり純資産額 118円79銭 １株当たり純資産額 136円72銭 １株当たり純資産額 136円02銭

１株当たり中間純利益金額 5円65銭 １株当たり中間純利益金額 8円63銭 １株当たり当期純利益金額 18円81銭

 なお、潜在株式調整後１株当たり

中間純利益金額については、潜在株

式が存在しないため記載していな

い。

 なお、潜在株式調整後１株当たり

中間純利益金額については、潜在株

式が存在しないため記載していな

い。

 なお、潜在株式調整後１株当たり

当期純利益金額については、潜在株

式がないため記載していない。

前中間会計期間末

(平成17年９月30日)

当中間会計期間末

(平成18年９月30日)

前事業年度末

(平成18年３月31日)

中間貸借対照表の純資産の部の合
計額(百万円)

― 1,365 ―

普通株式に係る純資産額(百万円) ― 1,365 ―

差額の内訳(百万円) ― ― ―

普通株式の発行済株式数(千株) ― 10,000 ―

普通株式の自己株式数(千株) ― 15 ―

1株当たり純資産の算定に用いられ
た普通株式の数(千株)

― 9,984 ―

前中間会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

中間(当期)純利益(百万円) 56 86 187

普通株主に帰属しない金額
(百万円)

― ─ ─

普通株式に係る中間(当期)純利益 
(百万円)

56 86 187

普通株式の期中平均株式数(千株) 9,988 9,985 9,987



第６ 【提出会社の参考情報】 

当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出している。 

  

 
  

  

(1) 有価証券報告書 
及びその添付書類

事業年度 
(第129期)

自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日

平成18年６月30日 
東北財務局長に提出



該当事項はない。 

  

  

第二部 【提出会社の保証会社等の情報】



独立監査人の中間監査報告書 
 

  

平成17年12月14日

東洋刃物株式会社 

取締役会  御中 

 

  
 

  
 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられ

ている東洋刃物株式会社の平成17年４月１日から平成18年３月31日までの連結会計年度の中間連結会計期間

(平成17年４月１日から平成17年９月30日まで)に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、

中間連結損益計算書、中間連結剰余金計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行

った。この中間連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間連結財務

諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査

法人に中間連結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損な

うような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続

等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査

の結果として中間連結財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸

表の作成基準に準拠して、東洋刃物株式会社及び連結子会社の平成17年９月30日現在の財政状態並びに同日

をもって終了する中間連結会計期間(平成17年４月１日から平成17年９月30日まで)の経営成績及びキャッシ

ュ・フローの状況に関する有用な情報を表示しているものと認める。 
  
追記情報 

会計処理の変更に記載のとおり、会社は、固定資産の減損に係る会計基準を適用しているため、当該会計

基準により中間連結財務諸表を作成している。 
  
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以 上 

  

あ ず さ 監 査 法 人

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  鈴  木  友  隆  ㊞

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  伊  藤  吉  明  ㊞

※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管してい

る。



独立監査人の中間監査報告書 
 

  

平成18年12月14日

東洋刃物株式会社 

取締役会  御中 

 

  
 

  
 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられ

ている東洋刃物株式会社の平成18年４月１日から平成19年３月31日までの連結会計年度の中間連結会計期間

(平成18年４月１日から平成18年９月30日まで)に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、

中間連結損益計算書、中間連結株主資本等変動計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について中間

監査を行った。この中間連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間

連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査

法人に中間連結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損な

うような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続

等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査

の結果として中間連結財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸

表の作成基準に準拠して、東洋刃物株式会社及び連結子会社の平成18年９月30日現在の財政状態並びに同日

をもって終了する中間連結会計期間(平成18年４月１日から平成18年９月30日まで)の経営成績及びキャッシ

ュ・フローの状況に関する有用な情報を表示しているものと認める。 
  
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以 上 

  

あ ず さ 監 査 法 人

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  鈴  木  友  隆  ㊞

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  平  郡      真   ㊞

※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管してい

る。



独立監査人の中間監査報告書 
 

  

平成17年12月14日

東洋刃物株式会社 

取締役会  御中 

 

  
 

  
 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられ

ている東洋刃物株式会社の平成17年４月１日から平成18年３月31日までの第129期事業年度の中間会計期間

(平成17年４月１日から平成17年９月30日まで)に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表及び中間損

益計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独

立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査

法人に中間財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような

重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心

とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果と

して中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成

基準に準拠して、東洋刃物株式会社の平成17年９月30日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計

期間(平成17年４月１日から平成17年９月30日まで)の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認

める。 
  
追記情報 

会計処理の変更に記載のとおり、会社は、固定資産の減損に係る会計基準を適用しているため、当該会計

基準により中間財務諸表を作成している。 
  
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以 上 

  

  

  

あ ず さ 監 査 法 人

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  鈴  木  友  隆  ㊞

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  伊  藤  吉  明  ㊞

※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管してい

る。



独立監査人の中間監査報告書 
 

  

平成18年12月14日

東洋刃物株式会社 

取締役会  御中 

 

  
 

  
 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられ

ている東洋刃物株式会社の平成18年４月１日から平成19年３月31日までの第130期事業年度の中間会計期間

(平成18年４月１日から平成18年９月30日まで)に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益

計算書及び中間株主資本等変動計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者に

あり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査

法人に中間財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような

重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心

とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果と

して中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成

基準に準拠して、東洋刃物株式会社の平成18年９月30日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計

期間(平成18年４月１日から平成18年９月30日まで)の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認

める。 
  
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以 上 

  

  

  

あ ず さ 監 査 法 人

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  鈴  木  友  隆  ㊞

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  平  郡     真  ㊞

※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管してい

る。
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